「付加価値経営理念と付加価値会計(1)」 by 森,久
経 営 論 集
31巻2号
1983年12月
付加価値経営理念 と付加価値会計(1)
森 久
目 次
1.は じ め に
2.付 加価 値経営理念の諸類型
3.付 加 価値関連等式 か らみた付加価 値経営理念(以 上本号)
4.付 加 価値関連経営指標 の利用実態 か らみた付加価値経営理念(以 下次 号)
(1)付加価値会計 の利用 目的
(2)業績評 価におけ る利用実態 か ら
(3)・成 果配分 におけ る利用実態 か ら
(4>経営計画 における利用実態 から
㈲ 総 合的な利用実態 から
5.む す び
1.は 一じ め に
経営理念は,一 般 に,企 業行動 に とっての重要 な指針 であ って,経 営管理活動の価値前提 ともい
えるものであ り,高 次 の企業 目的 を集合 的に表現 した もの と考 え ることができるであろ う。 た とえ
ば北野利信教授は,経 営理念 をつ ぎの ように説明 してい るのであ る。 「経営理念(managerialphi-
losophy)は,企業理念(corpo'ratephi}osophy),経営信条(managerialcreed)などともい われ・
企業がめ ざす諸 目的 を概括的 に表現 した ものであ る。理念 とは仮想 された状況 をい う。仮想 され る
状況が未来に属 し,加 えてそ こへ到達 しようとする意欲が存在 す るとき・ それは 〔的 と呼ばれ る・
の
経営理念は その意味 での企業の 目的 を表 わす。」 と。 また井上薫教授は,'つぎの よ うに,企 業 の実
質的主体者の価 値前提 が経営理 念 である と述べ てい る。 「経営者 は・ 企 業の基本方針 を決定 ・執行
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す る最高 責任者 であるが,経 営理念 とは彼 が企業の実質的主体者 として意思決定 を行 な う場合 の価
値前提 とな る経営信条 ・経 営信念 ・イデオ ロギーであ り,企 業 の 目標の根底にあ り,目 標 の形成 ・
ゆ
変更 に寄与 す る活動指針 とい うこ とが でき よう。」 と。 現実 の企業行動 あ るいは経営 管理活動 は企
業 目標 を媒介 に して経営理 念 によって導 かれるの であ り,し たが って,「経営 理念はただ観念 的な
もの として存在 す るのではな く,過 去 をふ まえて未来 に志 向す る企業実 態 をよ く認識 した うえでの
　
現実的な理念 でなければな らず,そ こには社 会的に妥 当な客観性 ある ものでなければ なら な い 。」
といえるの であ る。経営 理念 は,「仮想 された状況」 を示 す ものであ るとして も,r到達 しようとす
る意欲」 が存在 す るのであ るから,企 業 実態 を充分 に認識 した ものでな ければな らないの であ る。
多 くの付加価 値会計論 は,特 有 の経営理 念 を論理展開 の起点 としてい る。 そこにおいては,付 加
価値 が経営理 念 を具体的 に反 映 した測定 尺度 として理 解 されてい るのであ る。 山上達人教授 は,付
加価値 が経営 理念の中心的概念 とな ることを,'つぎの ように述べ てい る。 「付加価 値概念 は経営理
念 ・経営 思想 におい て企 業経営 におけ る重要 な概念 として登場 して くる。 すなわち,経 済構成体 と
して企業 を把握 す る場合,企 業 は国民経済へ の純生産 であ る付加価 値 を生産 す ることによって社会
に貢献 す る とい うように,い わゆ るr社 会貢献性』 として経営理念 の中心的概 念 とな る。 ……付加
価 値はr社 会 共同性』 とい う経営理念 の重要な指標 として企業経 営におい て利用 され る こ と と な
　ゆ
る」 と。本 稿は,こ うした経 営理念 と付加価値会 計 との結びつ きに関 する一般的見解 につい て,若
干の疑問 を提起 す ることを課 題 としてい るのであ る。
ところで金 井正教授 に よると,「付加価 値会計 を論 ず る場合,・一般的 に,企 業 が社会経済的側面
と個別経済的側 面の二面 的性格 を もつ もの として展開 され,と りわ け,社 会経済 的側 面が強調 され
くの
る。」 とい う。 こ うした二面的性格 をもつ もの、として企業 を理解 し,し か も企業 の社 会性 を重視す
るのは,付 加価 値会計 論にお いてはきわめて一般的 な ことであ り,多 くの付加価値会 計論の論理 は
そうした思考 に立脚 してい るのであ る。 しか しなが ら,企 業 の個別経済的側 面 に注 目して付加価値
会計 論 を構築 す る ことも可能 な よ うであ る。 中原章吉教授 に よると,付 加価 値計算 にはつ ぎの よう
くの
な二つの流れがあるという。
「第一の流れは,企業会計の枠内では,付 加価値計算は,企 業の社会経済的な側面を基礎とし
て個別経済的な側面があるとするものである。こういつた流れのもとでは,付加価値の計算目的
は個別経済的な側面に密接な関係のある経営管理目的より社会経済的側面に関係のある成果配分
が重視されることになる。こういつた計算目的をもつ付加価値の概念は,各企業の社会的生産へ
の貢献度を示す指標であり,製造活動とその実現の総合的指標である。」
「第二の流れは,企 業付加価値計算において,そ の観点に企業の個別経済的な側面を重視する
ものである。この流れのもとでは,企業付加価値計算は,個別経済の究極の目的である利潤追求
をその根本目標とし,従業員管理を中心とした経営管理を目的とした経営計画の設定および経営
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管理 目的 の枠 内での従業員 を中心 とした付加価値 生産の参与者への配分 を目的 とす るのであ る。
こうい つた計算 目的 をもつ付加価 値の概 念 は,各 企業 の維持発展 を示す指標であ り,一 種の利益
であ る。」
ここにおい ては,企 業 の どの ような性格 を重視 す るかに よって異なった付加価値 会計論が成立 す る
ことが示 され てい るの であ り,付 加価値会計 においては 「企 業観 または企業概念 が個 別企業 の付加
くの ド
価値概念 を規定 す るとい う関連性 がみられ る」 のであ る。 そ してこうした企業 の性 格 とか企業観 と
いうもの は・す でに述べ た緯営理念 のな かに実質的 には包 含 されて考 え られてい るとい って も差支
えないだろ う。 した がって,金 井正教授の ひそみにな らえば,「経 営理 念が付加価 値会計論 を規定
するとい う関連性 がみられ る」.と考 え ること も許 され るであ ろ う。
うえでみた ように中原章吉教授 は付加価 値計算 を二 つの流 れに区分 してはい るが,現 実 には第一
の流れに属 す論者 が圧倒 的多数 を占めてい る。 したが って,本 稿では もっぱ ら第 一の流れ を想 定 し
て議論 を進 め ることにす る。第一 の流 れが今 日の付加 価値会計論の一般的見解 であ るので,'そこに
おける経営理念 と付加価値会計 との結 びつ ぎについ て若干 の疑問 を提起 す ることは,現 在一般 に主
張されてい る付加価 値会計 論にたいす る問題提起 として一・定 の意義 を もつ と思わ れる。
一般に,付 加価 値会計論は特有 の経営理念 に立脚 して論理展開 が行わ れてお り,付 加価 値会計 の
存在意義や付加価値 概念 の基盤は経 営理 念 に求 められてい る。 こうした考 え方 自体 は勿論誤 りでは
な く,む しろ当然 の思考方法 であ るといえ る。 しか しなが ら問題は,現 在 広範に主張 されてい る付
加価値会計論 におけ る経営理念 と付加価値会 計 との関係 にあ る。一般 にいわれ る経営理念 と付加価
値会計 とは,必 然的 に結 びつ くものではない のではなかろ うか。付加価値会計 は,付 加価値会計 論
で一般 にいわれ る ような経営理念 に立脚 しな くとも存立 しうるのではないだろ うか。 もしそうであ
るな らば,付 加価値 会計 が一 般に前 提 としてい るとされ る経営理念 にたいす る批判 は,付 加価値 会
計それ自体にたいす る批判 を意味 しない,と い う可能性 も認 め ることが できるであろ う。付加価 値
会計 が基礎 としてい る とされ る経営理念 にたい す る批判 のために,付 加価値会計が無用視 された り
誤解 された りしてはな らない。 もっ とも,そ う した経営理念 と結びつかなければ付加 価値会計 は真
の意義 を もたない とす るな らば,本 稿 におけ る議 論は無 意味な ものであろ う。 だが本稿は,付 加 価
値会計 にたい して消極的 ない し否定的な立場 は とっていな いのであって,む しろ積 極的に評価 しよ
うと考 えてい る。 そ して付加価値会計 の一 層の発展 のためには,従 来一般にいわれて きた経営 理念
と付加価 値会計 との関係 を問い直 す ことが必要 であ ると主張 したいのであ る・付加価 値会計 に正 当
な重要性 を与 えるためには,と りあえず,付 加価値会計論 で一般 にいわれ てい る経 営理念 か ら離 れ
ても付加価値会計 が存立 しうる可能性 を示 す ことに よって,経 営理念の問題 を再検討 してみ るこ と
が必要 である と思われ る。 なお本稿 では,付加価値会 計が基礎 としてい るとされ る経営理念 を・「付
加価値経営理念」 とよぶ ことにす る。
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以上のような認識をぶまえて,本稿は,一般にいわれる付加価値経営理念と結びつかな くとも付
蜘価値会計が存立する可能性の探求を課題とする。そうした可能性は付加価値経営理念の紹介部分
でも若干触静られるが,主 として付加価値関連等式,付加価値関連経営指標の利用実態という二つ
の観点から,付加価値経営理念と付加価値会計との結びつきにたいして疑問が提起される。
注 ω 北野利信稿 「経営理念の構造」,高宮晋編 「新版 ・体系 経営学辞典』 ダイヤモン ド社,昭 和45年,
185～186ページ。
(2),(3)井上蕪稿 「付 加価値指標 と経営理念」,青木 脩 ・小 川洌 ・山上達人編r企 業付加価値会計』有斐閣,
昭和 ξ6年・208一 ジ・
④ 山上 達人稿 「現代 企業 と付加価値会計」,青木 脩 ・小川洌 ・山上達人編r企 業付加価値会計』 有斐閣,
昭和56年,6ペ ー ジ。
㈲ 金井正構 「付加価値会計 と経 済理論に関す る一考察(1)一 フランス ・プ ラン ・コンタブル とフー ラス
テ ィエ の経済理論 を中心 と しで 一 」,r会計』第121巻第3号(昭 和57年3 .月),85タージ。
(6)中原章吉稿r付 加価値 の計算構造 としての 日銀方式」,r会計』第119巻第2号(昭 和56年2月),77～
78ペー ジ。1
(7)金井正編 「付加価 値会計 と経 済理論 に関する一考察(1>一一一 フランス ・プ ラン ・コンタブル とフPtラス
テ ィエの経済理論 を中心 として丁 」85ペー ジ。
2・付加価値経営理念の諸類型
本稿 での議 論は,付 加 価値経営理念の 内容 を明 らか にするこ とか ら始 め られなければな らない。
付加価値経営理念 につい ては種 々の見解が あ り,中 原章吉教授の い う第一 の流 れすなわ ち付加価値
会計論のな かで現 在広 く主張 されている付加仰 値経 営理念 につい て も,多 少の見解 の相違 や重点 の
置き方 の相違 がみ られ るのであ る。 そこで本節 では,付 加価 値論 を積極的 に展開 し付加価値会計論
の主た る流 れ を形成 してい る論者の見解 をた どり,今 日広範 に説かれ てい る付加価値経営理念 の全
体像 の把握 を試 み ることにす る。 そ してさらに,中 原章吉 教授めい う第二 の流 れに属す と思わ れる
論者の主張 をき くことに よって,現 在一般的に説 明 されてい る付加 価値経営理念 との結び つぎが付
加価値 会計 に とって唯一 の もので はない とい うことを確認す るこ とに しよう。
付加価値経営理念 について は,い くつかの類型分類 が試み られてい る。 ここで中原章吉教授,飯
くり
田修三 教授,井 上薫教授 に よる類型分類 を整 理 してみ ると第1表 の ようにな る。.そこで本稿 では,
3教授の説明 を参考 に'しなが ら,こ れ らの類型 分類 の うち ω(2)(4)㈲(6)を取 り上 げ るこ とにす
る。 これ らめな かで藻利重 隆教授の主張 は,後 にみ るように,企 業 の利潤追 求単 位 としての側 面す
なわ ち個別経 済的側面 を重視 してお り,中 原章吉教授 のい う第二の流 れに属 す と考え られ る。 これ
に対 して他 の四つの類型 は,そ の見解 や重点 の置 き方 に多少の相違がみ られ るとして も,お おむね
中原章吉教 授のい う第一の流 れに属 す と考 えて差支 えない だろ う。 したが って,付 加価値経営 理念
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第1表 付 加 価 値 経 営 理 念 の 諸 類 型
(1)
(2)
(3)
(4)
(5)
(6)
(7)
(8)
中 原 章 吉 教 授
中西寅雄 ・鍋島 達
高松和男,飯 田修三
高田 馨
細井 卓,桜井克彦
阪本安一,
かつての高松和男
藻利重隆
山上達人,小 川 洌
染谷恭次郎,後藤弘
青木 脩
(9)
黒沢一清,今 坂朔久
その他
上領英之
飯 田 修 三 教 授
中西寅雄 ・鍋島 達
高松和男
高田 馨
細井 卓,桜 井克彦
阪本安一
藻利重隆
山上達人
.後藤 弘
井 上 薫 教 授
中西寅雄 ・鍋島 達
高田 馨
阪本安一
山上達人
._コ.
青木 脩,黒 沢一清
上領英之,今 坂朔久
今坂朔久
注1)類 型番号の(1)～(8)は中原章吉教授のそれに対応 している。'
2)(9)は,井上薫教授が今坂朔久氏を独立 した類型 として示しているので,そのために設けたもの、
である。
3)「その他」は,独立の類型 として取 り上げられていない論者を示 している。
に関 する藻利重隆教授 の見解 は,他 の論者 の見解 とは根本的 に異 な ってお り,そ れゆえに本稿 では
特に注 目す る必要 があ る と思わ れ る。 また,こ の藻利重 隆教授 の所説 を含 めて も付加価 値経営理念
に関す る諸 見解 の すべ て を紹介 す るわけ ではないが,付 加価 値経営理念 の概要 を知 るために は充分
であろう。
それでは第1番 目に,中 西寅雄 ・鍋 島達両 教授の所説 を取 り上 げてみ よう。飯 田修 三教 授 に よれ
　エ
ば,こ の両教授 の所説 は 「現在 その主流 をなす所説 に属 しようものであ る」 し,中 原章吉 教授 に よ
れば,「付加 価値概念 として現在 その主 張の主流 をなす と考 えられ るのが,中 西寅雄 ・鍋 島達 教授
くの
を中心 とした主張 であ る。」 とい う。 中西 寅雄 ・鍋 島達両教授の見解は,今 日,付 加価値経 営理 念
の
につい て主流 をな してい る もの と理解 されてい るのであ る。
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中西 寅雄 ・鍋島達 両教授 に よれば,「企業は,そ れ自身 ひ とつの完了 す る全体 であ り,全 体 と1.
ての企業 目的(利 益 目的)達 成 のために,そ のなか にある個 々の部分活動 が組織 され統一 されてい
る組織体であ翻 といつ.す なわち企熟 よ,内部で個々の職能が徽 的に結びつけられている経
営有機 体であ る とい うめであ る。 そしてその 「有機体(オ ルガ ニスム ス)と しての経 営は,資 本の
ゆ
提供者 と,労 働 の提供 者 と,経 営職 能の提供者 との三位一 体的な協働関係 として存在す る。」ので
あ る。 それ らは,有 機的に結合 され る ことに よ り,別 個 の職能 を遂行 しなが ら全体 的な経 営 目的 を
指 向す るこ とにな る。 その ばあい それ らが 「共 同に指向すべ き全 体的な経 営 目的価 値は,も はや利
　 ロくの
潤 とい うよりも,よ り包括 的なr経 済性』 とい う'概念 であ るべ き」 であ って,そ れは,'「利潤概念
　ラ
をそのな戸・に包摂 しなが ら,利 潤 よ りもよ り高次 の,経 営 の 目的価値概念 なのであ る。」 とい う。
そして この経営 の 目的価値 概念 は 「付 加価値(ラ ッカー),創造価値(レ ーマン),経営成果(ニ ッ
くの
ク リッシュ)な どとよばれて よい概 念であ る。」の であ る。
ここにみ られ るように,中 西 ・鍋 島両教授に よれば,企 業 は出資者,経 営者,従 業 員が協働 する
有機的な組織体であり,それらが共同に指向する全体的な経営の自的価値概念が付加価値である。
企業は三位一体的な有 機的経営共 同体 であるこ とが徹底的 に主張 され,企 業 が利潤追求 をす るのは,
付加価値追求 よ り低次の部分的な企業 目的であ ると理解 されてい るのであ る。 そ して反 対の言い方
をする と,も しここにおいて有機的経営共 同体 どして企業 を把握 す るこ とが否定 され るな らば,付
加価値 も当然 その意義 を喪 失す ることにな るのであ る。いずれにせ よここにみ られる付加価値経営
理念は,企 業 を三位一体 的な経営共 同体 として理解 す る二 とに基 礎 を置 いてい るのであ り,そ うし
た見解 が付加価 値経営理念 につい て今 日主流 をな してい る と考 え られている見解な のであ る。
第2番 目に,高 田馨教授 の見解 をきい てみclう。高 田教授 は,企 業 は 自己資本家 と経 営者 ・管理
くゆ
者 ・作業者op全体 を草昧 す る広義労働者 との共 同体 であ るとい う経営共 同体 思考 にた ってい る。そ
して経営共 同体 に立脚す る理 由は,「労 資の対 立 を前 提 にして,労 資の 自利心 を前提 に して,そ の
ロゆ
うえで両者 の利益共通 の面 に注 目したか らであ る。」 とい う。 高 田教授 に よれば,こ うした経営共
同体が追求 す る目標 として最 も適 当な ものが経 営成果 であ り,「経営成果 は 自己資本成果(利 潤)
　'と労働成果 との合 計た る経 済量 であ る
。」 とい う。 ことに,自 己資本成果 とは自己資本家 に直接的,
ゆ
間接的に帰属する所得であり,労働成果とは広義労働者の所得である。高田教授によれば,経営成
果を経営共同体の目標とするのは,企業の存続ど成長を実現するために,経営者は,労資の利害調
整を果たさねばならず,そのためには利害が共通している経営成果の 「満足的収得と公正分配」と
　ン
い う職務 を遂行 しなければな らない か らであ る。』
さらに高 田教 授は,レ ーマ ンのい う創造価値,一 般 にい われ る付加価値 を,準 経営成果 として把
ロの
撮 す,る。 この準経営成果は,し たが って,経 営成果 よ りも他 人資本成果(他 人資本 利子)'の部分 だ
け広い概 念であ る。高 田教授 は,.自己資本成 果以外 に少な く・と'も労働 成果 を含み しか もその主張者
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が経営共同体的 思考 を意識 してい るの で,経 営成果 に準 じる もの と して付加価 値 を位 置づけてい る。
飯田修三教 授 に よれば,高 田教授 の こうした経営成果概念 にたい しては,f通 用の付加価値 …… よ
ロゆ
りはせ まく措定 される とい う独 自性 を認 め ることができる。」 のであ り,高 田教授 の経営成果論 を
付加価値会計論 の一類型 としうるのは,rr経営成果』 と付加価値 の各構成 内容 の定性上の均質性 お
ロの
よび前提的 な経 営理念 をほぼ共有 してい る」 からであ るとい う。
高 田教授 にあ って も,範 囲は狭 くとられてい るが企業 が経営共同体 として把握 され,そ の観 点か
ら,付 加価 値 に性格 が類似 してい る経営成果 にたい して意義づけが行 われてい る。 経営共 同体概 念
が経営成果 思考 の存立 を可能 と してい るの である。高 田教授はつ ぎの ように その点 を指摘 してい る。
「経営共 同体概念 の肯定 が経営成果原理の肯定 を生 みだ しているの であ る。 したが って,経 営共 同
ゆ
体概念が否定 されればそれは同時 に経 営成 果原理 の否定 で もある ことにな る。」 と。
第3番 目に,'阪本安一教授 の所説 をみ てみ よ う。 阪本教授 に よれば,今 日の企業 は,経 済的利益
の獲得に よって利害関係者 に所得 を得 させ るとい う営利 目的 と,社 会的生産 に よって社会 に有用 な
　
給付 を提供 す るとい う社会性 目的 とい う二 つの 目的 を有 してい るの であ り,営 利性 と社会性 とい う
　
矛盾する性格を統一しているという。阪本教授は,現代企業を 「生産活動や分配活動などの社会的
ゆ
機能 を果 すために存在 す る社会的制度 としての企業体」 として把握 し,ま た それは 「企業 を と りま
　
く各種利害関係者の利害調整の場」であるとする。
企業を社会的制度 として把握し企業の社会性を強調することによって,阪本教授は会計理論とし
て企業体理論を主張する。 そこにおける企業会計の目的は,「企業の社会的生産活動とその利害関
　
係者に対 する分 配活動 とを,あ るが ままに写 し出す」 こ ととされ,ま た今 日の企業会計 につい て も,
の
その最大目的の一つは企業の経営成績の算定表示であるという。 阪本教授によれば,「経営成績は
企業がその生産的行為の結果として獲得した価値量の利害関係者への分配分ど企業内留保分とを集
　
評する ことに よって判定 され る」のであ り,軽 営成績は企業 の そうした社会的貢献度 によって測定
　
される とい う。 そ して そのた めに利用 されるのが付加 価値 であ り,阪 本 教授 はつぎの ように述べ て
い る。「企業 の経 営成 績の主要 部分 が,企 業 の社会的貢献度 に よって測定 され るもの とす るな らば,
企業の生 んだ付加価値 こそ,そ れの社会的貢献度 を示 す もの とい うこ とが できると思 う。 けだ し付
　
加価値は企 業が その生産的活 動の結果 として創造 した経済的価値 を示す ものであ るか ら で あ る。」
と。'そして この結果,「企業 会計は その本来の 目的(=企 業 の経営成績の算定 表示……森)を 達成
するために,従 来 の損益計算書 に代 って,あ るいは損益 計算書 と併用す る形で,経 営成績計 算書が
必要 にな ってい る」 として,経 営成績計 算書の一 つ として付加価値計算書 を作 成す ることを提唱す
　
るのであ る。
ここにみて きた ように,阪 本教授は,企 業 を社会 的制度である企業体 と して把握 し,そ の経営成
績 を測定 す る尺度 として付加価値 が適 当である と主張す る。 したがって付加価 値の存在意義は,祉
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会的制度である企業体として企業を把握するかどうかにかかっている。付加 価値会計は,付加価値
経営理念に立脚して存立しているのである。
第4番 目に,山上達人教授の所論を取り上げてみよう。山上教授は,付加価値会計に関する著書
を多数出版し,また日本会計研究学会;付加価値会計特別委員会委員や関西生産性本部 ・付加価値
分析委員会主査,関西生産性本部 ・付加価値経営実態調査委員会主査を務め,付加価値会計論にた
いして大きな影響を現在与えている有力論者の1人 である。その意味でも,山上教授り所説は,是
非共みて・おく必要があるだろう。・
山上教授は,層企業において付加価値思考が導入される社会的 ・経済的基盤は,「企業は社会経済
　
におけ る一個体 として存在 す る。」 こ と,す なわ ち 「社 会的存在 としての企業」 にあ るとする。 そ
おの
して社会的存在 としての企 業 を,一 方七 「経済構造体」,、他方 で 「社会構造体」 として理解 す る。
そ して.この把握の うえに,企 業 におい て付加価値 思考が経営理 念 として導入 され るとい う。 つ ま り・
経済構造体としての性格から社会的貢献性理念が導き出され,それは 「企業は社会 ・経済に対して
ゆ
生産 や分配へ の貢献 を行 うものであ るとい う考 え」 を意味 してい る。 また社会構造体 としての性格
　
から社会的共同体理念が導き出され,と くに企業内では労使共同体理念となって現れるという。こ
のように山上教授は現代企業の社会的性格を重視し,「社会的生産(→ 分配)」の観点を付加価値会
計の原点として考える。
しかしながら山上教授は,付加価値には社会的性格以外に個別的性格もあることを指摘している。
個々の企業に付加価値思考が導入されると,それが各企業の利潤確保のための概念として再登場し,
「付加価値概念は企業収益性の一環として,ま た分析指標としては収益性をより具体的に説明する
ゆ
もの としての意味 をもち,そ の ような もの として再 登場 してい るのであ る。」 とい う。
以上の結果 山上教授 は,「 付加価値会計導入 の社会的背景 は,企 業が社 会的性格 をおびて きたこ
　
とにあ る・」 として・つ ぎの よ うに働 口価値会計 の基 礎 にあ る考 妨 を指摘 す るのである・附 加価
値会計は,付加価値概念が個別企業と社会経済の接点をなすものであり,また企業の生産と分配の
結節環であることに着目して,午のような概念を中心に舞いて,卑代企業の個別的性格と社会的性
　
格 を統合 しようとす ることを基礎 的思考 とす るものである。」 と。
山上教授に おい ては,付 加価 値会計の存在意義が企 業の社会 的性格 だけか ら導 き出 されてい るの
ではな く,個 別的性格 との関連 づけ もな されてい る。 しかし山上教授にあ って も,企 業 の社会 的性
格 が重視 されてい ることに変 りはない。 山上教授 にあ って も,企 業 の個別 的性格 だけからでは,付
加価値 会計論 は存立 しえない のであ る。 したがって,山 上教授 の付加価値会計論 の存立 に とって,
企 業の社 会性 の重視,経 営共 同体 としての把握 は必要不可欠 とい えるであ ろ う。
第5番 目に,藻 利重隆教授 の見解 を取 り上げてみな ければな らない。飯 田修三教授 に よれば,藻
利教授の付加価 値論は,「徹 底的 に個別企業 におけ る収 益性追 求の現代的発現形態 と して理 解 さ れ
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る」 の であ り,し たが って,「通用 の付加 価 値論 とは本質 的に異な るとみ るのが至 当」 である とい
う。藻利教授 の所説は,他 の論者 とは根本 的に異な って,企 業の社会性 を重視 せず,ま た経営共同
体的思考は採用 しない で,利 潤 追求のための付加価 値論 を展開 しているの であ る・ 中原章吉教授 の
い う第二の流 れは,も らば ら藻利教授明 解 を指 してい る と考 えられ る・
藻利教授 に よれば,企 業 の指導原理は,利 潤極大化原 則 としての営 利原則に 質とめ られな ければ'
ならないと・魂 そし硯 代企業につや・てそうした指縣 理を具備 顛 的燗 うときには・「企
業の発展に即応する営利原則そのものの内面的変質」すなわち 「『企業の固定化』 に即応する 『営
　
利原則 の長期化』」 を問題 として取 り上げ るべ きであ るとい う。 そして藻利教授 は,「営 利原則の長
期化」 を二 つの段階 におい て把握 す る。 その第一段階 においては,総 資 本利潤率極大化 の原則が要
ゆ
請されるのであ9,自 己資本利潤率を犠牲にしないことが前提条件とされて.いる6
ところが,総資本利潤率の極大化には限界が存在する。総資本利潤率の分子は自己資本利潤と他
人資本利子との合計であり,し たがって,「総資本利潤率の引上げは,賃 金支払総額の切下げによ
る師 資本欄 あ引上げが行われることによっても可働 な幽 のであり,そのよう筋 法が実行
され るな らば,「 労働者 の生 活 に脅威 を与 え ることに よって,そ の勤労意欲 を減退 させ る結 果 を招
が
来し,やが・て企業における資本運用の持続的能率化を阻害するようになる」のである。この結果と
して藻利教授は,労働者の勤労意欲を減退させることなしに総資本利潤率の持続的極大化を図るた
　
めに,別個の具体的原則すなわち τ総資本付加価値率の極大化」という原則をあげる。藻利教授は・
この 「総資本付加価値率の極大化」を 「営利原則の長期化」の第二段階とし,つぎのような算式を
　
示 してい る。
総資本付加価解 一 鱗 本稠 認 騨1正 順 金一
_聡 利潤 一(三」自己資杢型潤 十 他人 資杢 利子)一、十.∠隻.金 一一 一}一 編「 資 本 総資本
=総 資本利潤率 十 総資本賃金率
藻利教授 は,徹 底 して営利原 則すなわ ち利潤追求 目的 のため に,「総資本付加価値率の極大化」
を提唱 する。 藻利教授 に よれば,「資本主 義的経営類型 としてのr企 業』 にあ っては・ その指導原
　ヘ へ も ヘ ヘ ヘ ヘ
ァ
理ない し体制 関連 射 目的は営利経済的原理,営 利原則 ない し営利 目的のほかにはあ りえない 。」 の
であって,「総資本付加価値 率 ρ極大化」 とい う原則 も,そ うした営 利原則 のための発展 した具体
的原則なのであ る。 こうした見解 は,明 らか に,他 の付加価値 学説 とは著 しい相違 を示 してい るの
である。
この ような藻利教授 の考 え方は,本 稿 に とって非常 に重要な示唆 を与 え.てくれる・ すなわ ち・ 多
くの付加価値論 者が主 張す る ように企業 の社会的性格 を重視 した り企 業 を経営共同体 的に把握 しな
くとも,収 益性 追求の手段 としてだけで も,付 加価値会計 にたい して特有の意義 を与 えることがで
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きるのである。言 い換 え るな らば,一一・般 にいわれ る付加価値経営 理念 か ら離 れて も,付 加価値会計
は存立 しうるのであ る。 その こ とを藻利教授 は明 らかに してい るの であ り,本 稿 で藻 利教授 の所説
を特 に重視 するの もそこに理 由があ るのであ る。
以上 におい てみ てきた よ うに,付 加価値経 営理念 についてはい くつ かの見解 が存在 してい る。 し
か しなが ら,現 在 一般的 な見解 として受 け入 れ られ てい るのは,企 業 の社会 的性格 を重視 し企業 を
　
経営共同体 的に把 握す る ものであ る とい えるで あ ろう。 また それは,中 原章吉 教授 のい う第一の流
れに属す見解 であ る と考 え られ る。以 下 におい て付加価 値経営理念 とい うときには,こ うした内容
'
を もつ ものを指 す ことにす る。
現 在一般に,付 加価 値経営理 念 については,そ の妥当性 にたい して疑 問が もたれてい ることも確
か である ように思われ る。 しか し,・もし付加価 値経 営理念 にたいす る挑判の ために付加価値会計が
無用視 された り誤解 された りした な らば,そ れは付加価値会計 に とって不幸 な状況 といわざ るをえ
ない。一般 に広 く説 かれ てい る付加価 値経営理 念 にたいす る批判 を理 由 として,付 加価値 会計 その
もの を否定 してはな らない のであ る。 そこで以 下の二 つの節 におい セは,二 つの問題 を取 り上げて
付加価値会計 が,そ う した付加価値経 営理念すなわ ち企業の社会的性格 を重視 し企業 を経営共 同体
的に把握 する とい う考 え方 と必然的 に結び つ くもの ではない とい うこ とを明 らかに してい くこ とに
す る。 その ことに成功 す るな らば,付 加価値経営理念 にたいす る批 判は,必 ず しも付加価 値会計 そ
れ 自体 にたい する批 判 を意味す るこ とにはな らない といえ るであ ろ う。
注(1)中原章吉著 『企業付加価値会計論』中央経済社,昭 和54年,37～39ペー ジ。 飯田修三著 『付加価値
会計 の基礎理論』森 山書店,昭 和53年,13～19ペ ー ジ。 井上蕪稿 「付加価値指標 と経営理念」,青木脩
・小川洌 ・山上達人編 『企業 付加価値:会計』有斐閣,昭 和56年,28～29ペ ー ジ。 なお,中 原章吉教授
は付加価値概念の類型化 として示 し,飯 田修三教授 は企業付加価値 に経 営成果指標 と しての意味 を認 める
主要 な学説の類型化 として示 しているのであ って,付 加価値経営理念の諸説 の類型化 とい う表現 を してい
るのは井上薫教授であ る。井上教授は,自 らの類型分類 については飯 田教授の著書を参照す るように指示
している。 また企業観 あるいは企業概念 とい う扱 い方 で,付 加価値論者の諸説 を整理 す ることも可 能であ
ろう。 しか し本稿で は,「付加価値経営理念」 とい う表題 のなかに,企 業観あるいは企業概念 をも包含 さ
せ ることにする。
(2)飯田修三 著 『付加価 値会計 の基礎理論』13ぺ逐 ジ。
(3)中原章吉著 『企業付 加価値会計 論』37ペー ジ。
(4)両教授 の見解は,た とえばつ ぎの報告書 におい て も採用 されてい るようにみえ る。 日本生産性本部 ・生
産性rA究所生産性成果分配委員会r生産性成果分醜の理論 と実際一 成果分配方式確立への提言一 』日
本 生 産性 本 部 ・生産 性 研 究 所,昭 和45年,25～27ペ ー ジ。
(5)中西 寅雄 ・鍋 島 達 編 著 『現 代 に お け る経 営 の:理念 と特 質 』 日本 生 産 性 本部,昭 和40年,61ペ ー ジ。
(6),(7)同書,160ペ ー ジ。
(8)同書,160～161ペ ー ジ。
(9)同書,160ペ ー ジ。
⑩ 高 田馨 著 『経 営 成 果 の 原理 』 千 倉書 房,昭 和44年,83ぺe一・一ジ。
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(ID同書,85ペー ジ。
⑫ 同書,16ペー ジ。
⑬ 同書,30ペー ジ。
⑯ 同=書,16ペー ジ。
⑮ 同=書,16～17ペー ジ。
⑯,⑳ 飯 田修三著 『付加価値会計 の基礎理論』14ペー ジ。
QS)高田馨著 『経営成果 の原理』83ペー ジ。
(⑨ 阪本安一著 『近代会計 と企業体理論』森 山書店,昭 和41年,191ペー ジ。
⑳ 同書,192ペー ジ。
⑳ 同書:,36ペー ジ。
㈲ 同書,35ペー ジ。
㈲ 同書,192ペー ジ。
㈱ 阪本安一稿 「会計 目的達成手段 と しての付加価値会計」,r会計』第122巻第3号(昭 和57年9月),1
ペー ジ。
㈱ ～ 鋤 阪本安一稿 「企 業の経営成 績表示手段 としての付加価 値計算書」,r秘経通信』第27巻第2号(昭
和47年2月),5ペ ー ジ。
㈱ 阪本安一稿 「会計 日的達成手段 としての付加価値会計」4ペ ー ジ。
㈲,(30)山上達人著 「付加価値分析 経営分析 と付加価値指標一 』税 務経理協会,昭 和53年,60ペー
ジ。
(3D,㈱同書,61ペー ジ。
㈲ 山上達人稿 「付加価値報告会計 の本来的役割 一一 「コー ポ レー ト・レポー ト』 をめ ぐる諸見解に よせて
一 」,『会計』第121巻第4号(昭 和57年4月),75ペー ジ。
働 山上達人著r生 産性分析の理論一 経営分析 と付加価値指標 一…』 白桃書房,昭 和48年,283～285
ペー ジ。
as,㈱ 山上達人稿 「現代会計の一動向一 付加価値会計 の新 しい展開 一 」,r会計』第123巻第6号(昭
和58年6月),13ペ ー ジ。
(3D,㈱飯田修三著 『付加価値会計 の基礎理論』17AO・一ジ。
(39),⑳藻利重隆著 『経営学の基礎(新 訂版)』森山書店,昭 和48年,523ペー ジ。藻利教授に よれば,「企
業の固定化」 は 「資本の固定化」 と 「労働 の固定化」 を内包す る概念であ る。 そ して 「資本 の固定化」 と
は,「企業が労働集約的経営か ら資本集約的経営に切 りかえられ,し か もその資本集約度が,次 第に増大
してい くこと」 を意味 してい るとい う。 また 「労働 の固定化」 とは,「一方において労働力 の雇 用量が企
業の生産量ない し業務量 に対 して弾力性 を喪失す ることを意味すると同時に,他 方において賃金水準が次
第 に引 きあげ られざ るをえない ことを意味 する。」(同・書,532ペー ジ)と い う。
㈲ 同書,530ペー ジ。
⑳ ～ ω 同書,534ペー ジ。
㈹ 同書,534～535ペー ジ。藻利教授に よれば,総 資本付加価値率の極大化には,つ ぎの ような三つの前
提条件が設 け られてい るとい う。 「その第 一は所定 の総資本利潤率 を確保す ることであ り,第 二 は所定 の
自己資本利潤率 を確保することであ り,そ して第三は所定 の総資本賃金率 を確保す ることであ る。一1(同書,
539ペー tジ)と。
㈹ 同書,277ペー ジ。
㈲ 飯田修三教授は,つ ぎのように集約 してい る。「(1)社会的存在 と しての個別企業は,そ の生産活動 を
基底 として社会的富の創出 その分配 を担当する単位経済組織体 である こと。(2)しか もそのような企業概
念は,も はやたんに資本組織体 な どではな くして,多 くの利害関係者集団 をも広義の メンバーに して組織
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された社会経済の一構成体 と規 定 され る。」(青木脩 ・後藤幸男 ・山上達人編r付 加価値会計 』 中央経済社,
昭和52年,95ペ ー ジ)と 。
3.付加価値関連等式からみた付加価値経営理念
付加極値 会計 におい ては どの よ うな指標 が利用 され るのであ ろうか・ まず第一 に考 えられるのは・
分子 と分 母の少 な くとも一方 に付加価 値 が使 用 され てい る指標 であ る。付加価値経 営理 念 を実現す
るためには,当 然 の ことなが ら,付 加 価値 を直接 に分子 か分 母 に含 む指標 を利用す る ことが考 えら
れねばな らない。 日本会計研究 学会 ・付加価値 会計 特別委 員会が その 「第3回 …報告」(昭和51年5
月)の なかで挙 げた指標 の うちには,付 加価 値 に直接 に結 びつ くもの としてはつ ぎの ような ものが
　の
示 され てい る。 なお,表 示方法 は 「第3回 報告」 に従 ってお く。
・付加価値労働生産 性
_付 加麺 値_一
投入 労働量
・付加価 値資本生産性(資 本付加価 値 率あ るいは資本投資効 率 とよぶ こともあ る)
付加価値_
投入 資本額
・付加 価値総 合生産性 .'
イ寸力口重旺玄イ直
従業員数+羅 営 資本
・付加価値 率
付加 麺iイ直 __二売玉喬 『
(生産基準)'`
・労働 分配率
人 件費
付加価 値
・社会 分配率
租税 公課 な ど
付力口価 値
・資本分配率
配当 ・利息 ・地代 な ど
:付 力口{西 イ直
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また関西生 産性 本部 ・付加 価値 分析委員会は,30個の付加価 値分析指標 を挙 げているが,そ の う
　
ちで付加価値を分子か分母に含むものはつぎの七つである。なお,表示方法はr1983年版 経営分
析指標一 わが国企業の付加価値分析一 』に従っておく。
・付加価値生産性
禰 磁 離 三一櫻 購 一'
・付加価値率
付加価値癬 欄 薯 ×…
・経営資本生産性
経営資本生雌 一一鋸 鎌 ×…
・労働分配率
労働分配率 一一嘗舘掻蕃一xloo
・労務費分配率
労獺 分配率一・艦 齢 ×…
・資本分配率
資本分配率一驚 欝 ×…
・イ寸力目イ商イ直増 カロ率
付力雌 物 事一ぐ纈 篇i穆 一・)×…
参考 までに付 言す ると,日 本生産性本部 ・生産性研 究所r付 加価値分析 一一 生産性 の測定 と分配 に
関する統計一(1983年 版)』では,上 記 七つの うち,付 加価値生産 性,付 加価 値率,労 働分配 率,
ゆ
資本分配率しか挙げられていない。
さらに,青 木脩教授によれば,「内部留保利益に減価償却費および諸引当金繰入額(粗 付加価値
概念をとり,これらを粗付加価値支弁項目とするとき)の合計額を自己金融額として自己金融率を
くの
算定す ることも経営管理上有益 である。」 とい うので,そ れ も挙 げてお くことにす る。
・自己金融 率
自己辮 』 部留保利鱒 響 糟 評 弓1…継 璽X…
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また一般 に設備 投資効 率 とい う指標 も利用 されてい る。
・設備投資効率
設㈱ 資効率一調 謎1塩 轟 齪 ・×…
こ こにみられ る経営指標 は,分 子か分母 の どちらか に付加価値 を含 んでお り,付 加価値 経営理念
を実現 す るためには必ず利用 され ることにな るであ ろう。 しか しな が ら,そ れ らの経 営指標 が資本
利 益率すなわち収益性 と関係 を もってい るこ とに も注 意 しなければな らない。
くの
青 木脩 教授 は,つ ぎの ような二 つの展開式 を示 してい る。
・灘 醗 一・麟 麓 ×籍 讐 一一驚 藩 一×一髪野 一×轟 轟 一
(資本利益率)(資本分配率)(資本生産性)(付 加価値率)(資本回転率)
一議 犠 一驚 騰 ×・纏 騰 一構 醍揺一×一髪鷺値一×・養 贔 一
(利益生産性)(資本分配率)(労働生産性)(付 加価値率)(売上高生産性)
青木教授は,この二つの展開式から,「資本分配率を一定率とすれば,資 本生産性,ま たは,労 働
　の
生産性の向上が,.資本利益率,ま たは利益生産性 の向上 をもた らす」 と指摘す る。 そ して この こと
か らも,rい わゆ る生産性向上が,付 加餌値 を究極 目標 とす る場合 に も利益 を究極 目標 とする場合
くの
に も,と もに重要な源泉であ ることが判明す る。」 とい うのである 。
ここで青木教授の示 した最初 の等 式の右辺に資本集約度 ÷ 資本 集約度=1を 乗 じ,そ れ を一般
的 なかた ちで示 す とつ ぎの ようにな る。
・資本利益率=資 本集約 度 × 資本回転率 × 付加価 値率 × 資本分配率 ÷ 資本集約度
付 加価値(労 働)生 産性
雑 一一・轟 轟 一×一黎上番 ×聖1欝 一×㍊ 轟 ÷誰業鹸
ヘ ダ ア
付加価値資本生産性
この等式から,収益性の代表指標である資本利益率にたいしては,付加価値(労働)生産性,付
加価値資本生産性およ.び資本分配率が影響を与えることがわかる。ここで,設備投資効率は付加価
値資本生産性の一種であり,また労働分配率,労務費分配率,自己金融率などは資本分配率に影響
を与える。さらに付加価値増加率も,付加価値(労働)生 産性,付 加価値資本生産性にたいして影
響を与える。したがって分子か分母に付加価値を含む経営指標は,社会分配率を除いて,収益性に
く　ラ
影響 を与 え ることにな るのであ る。なお社 会分配率 は,企 業が社会的性格 を有 してい ることから重
視 される付加価値分配率 であ り,収 益性 の追求 とは一応無関係 である といえ る。
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なお,さ らに この等式 か ら,付 加価値 資本生産性 が付加価値(労 働)生 産性 に影響 を与 え るとい
うこともわか る。言 い換 えると,付 加価 値生産性の総 合指標 としては・付加剛 直(労 働)生 産性 の
ほうが より重要 な のであ る。 したが って,こ れ以降た んに付加価値生産性 とい うときには・付加価
値(労 働)生 産性 を指す こ とにす る。
ここにみてきた ように,付 加価 値生産性,付 加価値資本生産性,付 加価値 率,資 本 分配率な ど付
加価値 と結びつい てい る経営指標 は,同 時 に収益性 とも強 い関連 を有 してい る・ したが って:・そう
した経営指標の利用が付加嘩 騨 理念を志向しているという解釈は勿謙 り立つとしても,それ
は同時に収益性 ρ)向上に も貢献 してい るの であ る・ そ うした経営指標が利用 され てい るか ら.とい っ
て,単純 に付加価 値経営理念が追求 されてい る とはい えないのであ り・収益性 の増大 を目的 として
それらの経営指標 が利用 されてい ると考 えるこ とも可 能な のである・
付加価値 会計 においては,こ こにみ てきた よ うな指標以外に も種 々の経営指標 が利 用 される。 し
かし,付加価 値経営理念 と結びつ く経営指標 の範囲 をどの ように限定 す るかは・ 論者 に よって相違
してお り,一 般 的見解 に集約 する ことは困難 である。小川洌教授は,付 加価値 を分子 か分母 に含 む
指標すなわち付加 価値指標 とそれ以外 の経営 指標 との関連 が明確 に されていない ことを,つ ぎの よ
うに指摘 してい る。付加価値指標 の一 つの 「問題点 は,付 加価値以外 の経営関連 指標 をどの程 度 ま
でこの指標 に関係 させ るか とい う問題 であ る。 ……た とえば,各 種売上高 利益率,総 資本 回転率,
固定資産 回転率,.総資本 回転率(原 文通 り… …森),経 営資本 回転率な どは付加価値指標 の有効性
を高め るうえで有 効な指標 であ るが,こ れらをどの よ うに評価 し体系づ けるか につい てい まだ明確
くの
な考 え方が確立 していない。」 と。
本稿 では,結 びつ きの程度 は別 と して,付 加価値 と関連 をもつ指標 を付加価 値関連 経営指標 とよ
ぶことにす る。 そしてそれ を第 一種 か ら第三種 まで3種 類に区分す る。 本稿 でい う第一種 付加価値
関連経営指標 は,分 子 か分斑の どちらが に付加価 値が使用 されてい る経営指標 を指す ことにす る。
したがって,す でに取 り上 げた指標 はすべ て第=種 付加価値関連経営指標 である。 また第二種付加
価値関連経営指標 は,分 子 と分 母の どちらに も付加価値 は使 用 されていない が,各 種 の等式 に よっ
て第一種付加価値関連経営指標 と強 い結 びつきを もっ と判断 され る経営指標 をい うことにす る。 そ
して第三種付加 価値 関連経営指標 とされ るのは,考 え方 に よっては付加 価値会計の枠内 に入 れる こ
とも許 され ると思われ る経営指標 であ る。
それでは,第 二種付加価値関連 経営指:標として,ど の ような指標 を挙 げ る ことがで きるであ ろ う
か。 それ を考 え るためには,付 加 価値 に関連 するい くつかの等式 を取 り上 げてみなければな らない。
その等式 のなかで第一種付加価値 関連 経営 指標 と結 びつきを もってい るな らば・ その指標 も付加価
値経営理念 を実現 す るために利用 される と考 えるこ とが可能 だか らであ る。
関西生産性本部 ・付加価値分析委 員会は,r付加極値分析 指標 く解説編 〉一 一付加価値分析 のて
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び き一 』 のなかで付加価値 分析指標 間の重要 な関連 式 を示 してお り,そ の うちで第一種付加価値
くゆ
関連経営指標を使用した等式にはつぎのようなものがある。なお同書においては,経営資本集約度
はたんに資本集約度と表現されている。また,各指標の内容を明確にするために,分数を使用した
等式 も示しておく。
・付加価値生産性=経 営資本集約度.×経営資本回転率 ×付加価値率
、篠 懸 一纏 簸 ×雛 青票 ×藩響 篶・
・付加価値生産性=1人 当り売上高 ×付加価値率
付加価値一=一越売上適1..×..付加価値.
従業員数 従業員数 純売上高
・付加価値生産性 二経営資本集約度 ×経営資本生産性
鍵裂購 一一糠 雛 ×一纏 雛
・1人当り労働所得=付 加価値生産性 ×労働分配率
一堂働収益幽=付 加価値.×.労働提益.
従業員数 従業員数 付加価値
・経奮資本営業利益率=(1一 労働分配率)×経営資本回転率 ×付加価値率
・欝 欝 一一(1L蛍働収益.付加価値琵)×一襲詩 嚢 ×一難 讐
これ らの等式 か ら,分 子 と分母の どちらに も付加 価値 を含ん でいない経営 指標 を拾 い上 げ る と,つ
ぎの五 つにな る。なお,表 示方法 はr1983年版 経営分析 指標一一 わが国企 業の付加価 値分析 一一 』
に従 ってお く。
・経営 資本集 約度
騨 本集鍍 一纏 蹴
・経営資本回転率
綴 本回転率一総 鹸
・1人 当 り売 上 高
・人当り売上高一纏 譲
・1人 当 り労働所得
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・人当り労働鵬 一糠 難
・経営資本営業利益率
経営資本営業利益率一難 欝 ×…
また,つぎのような等式も広範に説かれている。
・付加価値生産性=労 働装備率 ×有形固定資産回転率 ×付加価値率
一難 籔一極 喉 譲 設仮勘定x葡 固定謬 亀諏齪 ×蓋袈讐
この等式か ら,新 た に二つ の第二種付加価 値関連経営指標 を挙 げ ることがで きる。
・労働 装備率
労蝋 率一壷遡 定犠 …灘 嘘 定一
・有形固定資産回転率
有形固定継 回転率一挺 固定縫 塁箋設仮勘定
ここにみてきた ような第二種 付加価値関連経営指標 は,付 加価値関連 等式 におい て第一種 付加価
値関連経営 指標 と強い結びつ きを有 してい る。 したが って,付 加価値経営理念 を実現 するためには,
こうした第二種 付加価値関連経営指標 を利用す るこ とが考 え られねばな らない。 ところが反 対に,
こうした指標の利用が付加価値経営理念 を志向 してい る とは,必 ず しもい い きれないので ある。
たとえば経営 本回転率や有形 固定資産 回転率な どの資本 回転率は,周 知 の よ うに,収 益性 の代表
指標 であ る資本 利益率 の分解要素 であ る。 した が ってそ うした資本回転 率の向上 は・確 か に一面 で
は付加 価値生産性 を高 め るとして も,他 面 で資本 利益率 を上 昇 を ももた らすのであ る。 資本 回転率
は,付 加 価値経営理念 を志 向 していな くと も活 用 されるのであ る。
つぎに1人 当 り労働所得 についてみ ると,そ の分解 式 からは付加価値 と強 く結び?い ている よう
に思われ る。 しか し,付 加 価値生産性 の分析 のた めであ れば付加価値生産性 ・付加 価イ直分配状況 の
分析のためであれば労働 分配率 を使用 す るほ うが,1人 当 り労働所得 よ りも的確 な分析 が可能 とな
るであろ う。1人 当 り労働 所得 とい う経営指標 は,収 益性 を追求す るための分析指標 として利 用 さ
れることのほ うが普通 である と憩われ る。 また,も し1人 当 り労働所得 が付加価値経営理念 を志 向
してい るとす るな らば,つ ぎの等式 か ら,
・売上高 利益率=付 加価値 率 × 付加価値分配 率
利 益 一,=」動 唖 癒 ×,一利 益 一
純売上高 純売上高 付加価値
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売上高利益率(売上高費用率)も付加価値経営理念を志向した経営指標になってしまうのである。
1人当 り売上高についても,付加価値率が一定であれば確かに売上高の増大は付加価値の増大に
つながるが,売上高利益率が一定であれば,その増大は利益の増大をもたらすのである。したがっ
て1人当 り売上高は,必ずしも付加価値経営理念を志向しているとはいえないのである。
経営資本営業利益率をみてみよう。経営資本営業利益率は,確かに付加価値を利用して分解する
ことができる。しかし,経営資本営業利益率は収益性の代表指標である資本利益率の一種であり,
その分解要素である売上高営業利益率と経営資本回転率の上昇は収益性の上昇に帰着するのである。
したがって程営 資本営業 利益率 も,付 加価 値経 営理念 とは結 びつかな くと も活 用 され るのであ る。
経営資本集約 度 と労働 装備率 につい ては,付 加価値経営理念今 の志向 を肯定 する ことが できる。
付加価値生産性 と資本 利益率の分解式 を,一 般 的なかた ちで示 す とつぎの ようにな る。
・付加価値生 産性=資 本集約度 × 付加 価値率 × 資本 回転率
,付加価 イ直一,=一資.杢_× 一付加価イi虻×_鈍売上1高一
従業員数 従業 員数 純売上高 資 本
・資本 利益 率=売 上高 利益率 × 資本 回転率
.利益=.一 利 溢 ビ × 瀞屯売上高 一資本 純
売 上高 資 本
.ここで,資 本回転率は両等 式に含 まれてお り,ま た付加価値 を一種 の利益 と考 えるな らば,両 等式
ゆ
の相違点は資本集約度にあることになる。 青木脩教授によれば;「労働生産性と資本利益率とに関
する利益計画上の相違点は,労働生産性において資本集約度(ま たは労働装備率),を主要比率と1.
ゆ
て と りあげ る ところにおかれ る。」 とい う。 した が って,付 加 価値経営 理念 の実現 のためには,資
本集約度 を利用 しなければな らないの であ る。'なお,資 本集約度 が資本 利益 率にたい して中立的 で
あるとい うことは,第 一種 付加価値関連経 営指標 の ところで示 した資本 利益率の分解式 か ら もわか
る。
この ようにみ て くる と,第 二種付加価 値関連経営指標 は,資 本集約度 を除い て,付 加 価値経営理
念 ばか りでな く,収 益 性を追求 す るために も利 用 され るもの である ことが理解 され るの である。1.
たが って,そ れ らの利用がた だちに付加価 値経営理念へ の志向 を意味 してい るとは必 ず しもい えな
い のであ る。
第三種付加 価値関連経 営指標 としては,限 界利益率 を挙 げ ることにす る二
・限界 利益率
限界利益率一嬰 聾 益 ×… 一(・一難}う ×…
福留民夫氏に冒よれば,「付加価値を伝統的な会計制度や,事 業計画制度と密着共存する形で企i業
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の経営管理に導入する」 ためには,「付加価値の概念と測定の厳密すぎる論議は思い切ってやめ,
大局的な目的に沿う範囲で実務的に,例 えば,付加価値=限 界利益(売上高 一原材料 ・燃料動力
費)と看徹すことにより,既存の管理会計上の限界利益概念に,同時に新しい付加価値概念からく
　
る社会的意味 づ けを加 えるこ とである。」 とい う。 その結果,「管理会計上 の限 界利益は,付 加価値
くゆ
とい う新 しい意義 と活 用分野 を追加 する ことにな る。」 のであ り,「限界利益経 営 の活用分野 の拡大 、
なの
を通 じて,こ れ と密接 に関連 しなが ら付加 価値経営 が浸透 す ることにな る。」 どい う。
しか しなが ら,た ζえ限界 利爺 を付加 価値 とみな せた として も,そ うした限界 利益 が収益 陸 と無
ゆ
関係 に存在 するわけ ではない。 福留民夫 氏は,つ ぎの ような等式 も示 している。
・利益=限 界利益(≒ 付加 価値)一 固定費
・利益率=限 界利益率(≒ 付加価値率)一 固定 費率
これらの等式 か らわか るよ うに,限 界利益 の増大 は利益の増大 を,限 界利益 率の上 昇は利益率 の上
昇 をもた らすの である。 した が って,限 界利益 を付加 価値 とみな して利用 してい る として も,そ れ
が付加価値経営理 念 と収 益性 の どちらを志 向 してい るかはわか らないの であ る。第 三種 付加価値関
連経営指標 も,他 の付加価 値関連経営指標 と同様 に,付 加 価値経 営理 念 を志 向 してい る とは必ず し
もいいきれない のである。
結局,第 一種 か ら第三種 までの付加 価値関連経営指標 を検討 してみ ると,一 部 を除 いて,そ れら
が,い ずれ も収益性 とも結 びつ きを有 してい るこ とがわか 乱 付加価値 関連 経営指標 は,付 加 価値
経営理念 と収益性 の どちらを も志向 しうるの であ る。
さらに,付 加価値生産性 をつ ぎの ように分解 す るな らば,資 本利益率 の追求が付加価値生産性 の
ゆ
追求と関連 していることがわかる。
・付加価値生産性=資 本利益率 ×資本集約度 ÷資本分配率
縷 羅 一蘇 メ毒 姦 ÷㍊轟 一
資本集約度が一定であり,しかも資本分配率が一定の適正率であるならば,資本利益率の向上が付
加価値生産性の向上をもたらすと考えられる。資本集約度と付加価値分配率の問題を除 くと,資本
利益率の追求が付加価値生産性の追求を意味することになるのである。
この点と,第一種付加価値関連経営指標のところでみた資本利益率の分解式とから,付加価値生
産性の追求と資本利益率の追求とが密接に結びついていることがわかる。言い換えるならば,付加
価値経営理念への志向と収益性への志向とは密接不可分であるといえるのである。
ところで青木脩教授によれば,「労働生産性(本 稿でいう付加価値生産性と同義である……森)
一〇P向上を最終日標とするか資本利益率または利益生産性(=営 業利益 ÷従業員数……森)を 最終
日慨 するかは,結局,経営活動上の労働の位置づけに関する鰍 観の相違から決定され遵 とい
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う。そして青木教授は,収益性追求のために付加価値生産性の向上を目ざす現実の姿は誤っている
ゆゆ
と主張 するのであ り,「付加価値 の もつ基本理念,参 加精神 と労使 共同体 思想 を忘 れ て,賃 金抑制,
ゆ
労働強化 の方便 に,付 加価値概念 を悪 用す ることは邪道 であ る。」 とす る。
しか しなが ら,現 実 の企業 において経営管理 に付加価値関連経営指標 が利用 され るときに,付 加
価値経営 理念 が認識 徹底 されてい ないか らとい って,そ うした現 実 を批 判 する ことにたい しては
若干 の疑 問 を感 じざる・をえない。付加価 値会計 の意義が主張 され るとき,そ の根拠 としてあげ られ
てい るのは,何 よ りもまず現実 において付加 価値会計 が必要 とされてい る とい う認識 だからであ る。
た とえば 日本 会計研究学会 ・付加価値 会計特 別委員会 は,そ の 「第1回 報 告」(昭和49年9.目)の
なか で,現 代社会 においては,利 潤会計が現実 に十分 な役 立 ちを果 た す ことが できな くな りつつあ
り,付 加 価値会計が要 求 されるにいた った と述べ,そ こに付加価値会 計の成立 の意義 を求 めている
㈱
のであ る。
付加 価値経営理念が現実 において有効 であるな らば,う えでみた青木脩教授 の指 摘は無用 ではな
いだ ろ うか。 それが そ うでない ところに問題が ある と思われ る。 付加 価値経営理念 は,現 実におい
ては,一 般 に主張 されるほ ど強 い支配 力 を有 していないの では ないだ ろ うか。付加 価値会計 は本来
的 に有 す るもの以上の期待 をか けられてい るのではない だ ろうか。 こう した疑問 も成立す るように
思われるのであ る。.
本稿 では,こ うした疑 問につい ては,結 論 を出 さないでお くこ とに する。 しか し確実 に言 えるこ
とは,付 加価値関連等式 か ら理解 で きるよ うに,付 加価値 関連 経営指標 は収 益性 とも強 い関連 を有
してい るとい うことであ る。 したが って,付 加価値 関連経営 指標 が企業 の経営 管理 に利用 されてい
るとい って も,必 ず し もそれが直 ちに付加価値経営理念 を志向 した利用 を意味 してい るわけではな
'いのであ る。 付加価値 関連経 営指標 は,付 加 価値経営理念 か ら離 れて も生 き延 び ることが できるの
である。
注(1)日 本会計研究学会 ・付加価値会 計特別委員会 「第3回 報告」(昭和51年5月),青 木脩 ・後藤幸男 ・山上
達人編r付 加価値会 計』 中央経済社,昭 和52年,325～326ペー ジ。
(2)関西生産性本部 ・付加価値分析 委員会r1983年版 経営分析指標一 一わが 国企業の付加価値分析 一一一』
関西生産性本部,昭 和57年,10～14ペ ー ジ。
(3}日本生産性本部 ・生産性研究 所f付 加価 値分析一 生産性 の測定 と分配 に関する統計一(1983年 版)』
日本生 産性本部 ・生産性研究所,昭 和57年,8～11ペ ー ジ。
(4)青木脩稿 「付加価値会計 と成果配分」,青木 脩 ・小 川洌 ・山上達人編 「企業付加価 値会計』有斐閣,昭
和56年,137ページ。
(5)青木脩著 『付加価 値会計論』 中央経済社,昭 和48年,207～£08ペー ジ。
〈6),(7)同書,208ペー ジ。
⑧ この点は,本 節 の後半の部分で示 される経営資本営業利益率 の分解式か らも理解 され る し,ま たた とえ
ばつ ぎの文献 で も指摘 されてい る。 山上達人著 『生産 性分析 の理論 経営分析 と付加価値指標一 一』白
桃書房,昭 和48年,202～203ペー ジ。
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(9)小川洌稿 「付加価値指標の現在的意味 一 一分配率 ・装備率 ・高付加価値率 をめ ぐって」,『企業会計』第
33巻第3号(昭 和56年3,月),69ペー ジ。
⑩ 関西住産性本部 ・付加価値分析委員会r付 加価値分析指標 く解説編〉一 一付加価値分析 のてび き一 』
関西生産性本部,昭 和51年,35～36ぺF一ジ。
⑪ しか し,そ の ように考 えて差 し支 えない のか もしれない。関西生産 性本部 ・付加価値分析委員会 『1983
年版 経営分析指標一 わが国企業 の付加価値分析一 』 においては,「 付加価値分析指標の意味 とその
利用」 の説明 のなかで,「(4)売上利益率指標」 として ⑲ 売上高総 利益率,⑳ 売上高営業利益率,⑳ 売
上高経常 利益率が挙げ られているのであ る(同 書,13ペー ジ)。
⑫ 青木脩著r付 加価値会計論』193ペー ジ。
Q3)同書,193～194ペー ジ6
⑭ ～a7)福留民夫稿 「企業経営への付加価値指標の活用一一 限界利益 と付加価値の結合 のすすめ」,r企業
会計』第33巻 第3号(昭 和56年3月),89ペ ー ジ。
⑱ 同稿,90ペー ジ。
⑲ この部分については,青 木脩教授 の所論 を手がか りとした。青木 教授 はつ ぎの ような展開式 を示 してい
る。
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そ して この式 についてつぎのように説 明 している。 「付加価値 と利益 との割合を,労 使適正分配率に より
一定の もの とすれば,旧 来 の経営総合指標 と しての資本利益率 その ものに よって,資 本生産性が左右 され
るとい うことであ る。それゆえ,資 本生産 性を総合的指標 とす る場合には,付 加価値分配率 のみが問題 と
な り,そ の他 については,旧 来の資本利益率 を目標 とす る管理方式 と変 らないこととな る。」(青木備蓄
『付加価値会計論』182ペー ジ)と 。
⑳ 青木脩著r付 加価値会計論』208ペー ジ。
⑳ 同書,208～209ペー ジ。
⑳ 同書,30ペー ジ。
㈲1,1本会計研究学会 ・付加価値会計特別委員会 「第1回 報告」(昭和49年9月),青 木脩 ・後藤幸男 ・山
上達人編 『付加価値会計』311ペー ジ。
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